
 

研究動向・成果 
 

 

事業促進ＰＰＰの導入効果等 

の検証 
防災・メンテナンス基盤研究センター  

建設マネジメント技術研究室   
室長 森田 康夫 主任研究官 川俣 裕行 研究官 大野 真希  
部外研究員 近藤 和正 部外研究員 天満 知生 部外研究員 山地 伸弥 

（キーワード）  PPP、震災復興、官民連携  

 

１．はじめに 

2011年3月11日に発生した東日本大震災の復興に

向けた取り組みが各地で進められている。 

 東北地方整備局では、2011年度第3次補正予算で新

規事業化した復興道路・復興支援道路18事業224km

は、着工前の膨大な業務を短期間で実施する必要が

あることから、三陸沿岸道路を中心に13事業約183k

m区間を10工区に分割し、事業促進PPP(Public Priv

ate Partnership)を導入した。 

 事業促進PPPとは、従来、官側の職員が実施してい

た測量・設計・用地等の委託業務や地元説明会、関

係機関協議等の川上業務を、効率的かつ短期間で実

施するために民間の技術力を活用する手法であり、

業務実施体制は図のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

図 事業促進PPP業務実施体制 

２．事業促進PPPの導入効果等の検証  

 東北地方整備局における事業促進PPPについて、既

存の資料等から事業における効果や、参画した受発

注者の意義について検証した。 

(1)事業促進PPPの主な導入効果 

○事業期間（工程）短縮 

 事業化から工事着手まで通常の道路事業では早く

て4年程度要するが、事業促進PPPを導入した13事業

区間を含め全ての区間において約1～2年程度で工事

着手した。 

 また、震災後に事業化（2011年11月）された復興

道路・復興支援道路の5区間において、事業着手後2

年半で完成に向けた円滑な事業環境が整ったことか

ら、開通見通しを公表（2014年4月25日）した。 

 通常、事業着手から開通まで14年程度必要である

が、今回は事業着手から6～7年で開通予定となった。 

○品質確保・向上 

 官民双方の技術者の多様な知識・豊富な経験の融

合により、設計成果等の品質が向上した。 

○コスト縮減 

 施工を踏まえた設計や現況に配慮した施工計画に

より、コスト縮減を可能とした。 

(2)事業促進PPPにおける民間技術者参画の意義 

 事業の上流段階から発注者側に民間技術者（用

地・設計・施工等の専門家）が参画し、高度な専門

技術を集約することにより、監督業務の効率化、事

業推進の柔軟性が発揮された。また、事業の上流段

階から業務に関わることにより、事業段階ごとの配

慮事項や発注者等の考え方に対する理解力向上など、

民間技術者の技術力の研鑽効果があった。 

(3)事業促進PPPを効果的に機能させた発注者の意義 

 発注者による民間技術者への発注者業務の指導・

教育、民間技術者に対する監督・マネジメント、懸

案事項に対する的確な判断により、事業促進PPPを効

果的に機能させることができた。また高度な専門性

を有する民間技術者との協働による気づきなど、発

注者自身の事業推進力・技術力の研鑽効果があった。 

３．今後の予定 

 事業促進PPPの導入効果等について更に幅広く検

証し、課題を整理したうえで、制度の改善等の検討

を実施していく。 
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１．はじめに 

入札・契約手続きの負担増大や総合評価の理念か

らの乖離といった課題に対応するため、平成24年度

末に「国土交通省直轄工事における総合評価落札方

式の運用ガイドライン」が改正され、平成25年度か

ら全国の直轄工事で本格適用となっている。建設マ

ネジメント技術研究室では、各地方整備局等の総合

評価方式の実施状況を年次報告書として取り纏める

とともに、ガイドライン改正（二極化）後の導入効

果・運用上の課題等のフォローアップを実施してい

る。以下では、全国の直轄工事の集計データに基づ

き、二極化による影響（特定企業の受注偏りや新規

参入の阻害、審査の簡素化による工事品質低下等の

有無）について検証を行った結果を報告する。 

２．特定企業の受注偏り、新規参入の阻害の状況 

改正前（平成23年度）と改正後（平成25年度）の

予定価格3億円未満の一般土木（CDランク）工事を対

象に、全体受注件数の上位企業（上位10％、20％）

の受注割合について比較を行った結果を図1に示す。 

 

図1 特定企業の受注状況 

改正後正後（平成25年度）は、受注件数の上位企

業20％の受注件数割合が1％の減少、発注工事のうち

新規参入企業の受注工事割合が1％増加となり、改正

前後で大きな変化は見られない結果となった。 

３．工事成績評定点の比較 

改正前に簡易な施工計画を求めていた「簡易型」

と改正後に審査を簡素化（省略）した「施工能力評

価型Ⅱ型」について工事成績評定点を比較した結果、

「簡易型」は76.9点、「施工能力評価型Ⅱ型」が76.5

点（差0.4点）となり、工事成績評定点に大きな変化

は見られない結果となった。 

図2に総合評価方式のタイプ別の工事成績評定点

を比較した結果を示す。 

 

図2 総合評価（タイプ別）工事成績評定点 

４．今後の予定 

総合評価方式（二極化）のモニタリングを含め、

今後も引き続き全国の直轄工事の総合評価方式の入

札・契約状況や工事成績評定点の変化等のフォロー

アップ・効果の検証を進め、より良い制度となるよ

う更なる改善について検討を行っていく予定である。 

【参考・関連するWEBサイトのURL】 

詳細は、下記URLより建設マネジメント技術研究室

（総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関

する懇談会）のHPを参照いただきたい。 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/sougou_hinkakukon.html 
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